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主 文

１ 原告の請求を棄却する。

２ 訴訟費用は原告の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

埼玉県知事が，平成１７年２月２１日付け指令廃指第a号をもって原告に対

してした産業廃棄物処分業の許可取消処分を取り消す。

第２ 事案の概要

１ 事案の要旨

本件は，埼玉県知事が，産業廃棄物処分業者である原告に対し，原告の行っ

た産業廃棄物の処分を無許可業者に委託したこと等が，廃棄物の処理及び清掃

に関する法律（法。法施行令を「令」，法施行規則を「規則」という。）に違

反する行為であり，情状が特に重いときに当たるとして，法１４条の３の２第

１項２号等に基づき，原告の産業廃棄物処分業の許可を取り消す旨の処分（本

件処分）をしたところ，原告が，被告に対し，本件処分は法令の解釈適用を誤

り，また埼玉県知事に与えられた裁量の範囲を逸脱した違法なものであるとし

て，その取消しを求めた事案である。

２ 争いがない事実等（証拠により容易に認定できる事実については，括弧内に

証拠を示す。）

(1) 当事者

ア 原告は，産業廃棄物，一般廃棄物の再生処理業等を業とする株式会社で

あり，平成２年９月２０日，埼玉県知事より，法１４条４項（平成１５年

法律第９３号による改正前のもの。）に基づき，産業廃棄物処分業の許可

（許可番号b）を受けた（甲２３，乙１）。

イ 埼玉県知事は，法１４条の３の２に基づき，産業廃棄物処分業の許可を

取り消す権限を有する。
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被告は，埼玉県知事の所属する地方公共団体である。

(2) 野菜くずの投下行為等

原告は，平成１６年１０月２２日，Ａ（Ａ）から川越市大字c字d－e番地

所在の土地１１８４平方メートル（本件土地）を借りた（甲９）。

原告は，Ｂ商事ことＢ（Ｂ）に対し，原告がその処分を受託した産業廃棄

物である野菜くずを破砕したもの（本件野菜くず）を堆肥化することを依頼

していたところ，原告は本件野菜くずを本件土地に搬出し，Ｂは，平成１６

年１０月２７日，同土地に穴を掘り，本件野菜くずを投下した。

(3) 本件処分

埼玉県知事は，平成１７年２月２１日付で，原告が，処分を受託した産業

廃棄物である本件野菜くずを本件土地に搬出し，産業廃棄物処分業の許可を

受けていない者に同土地における堆肥化処分を委託したが，その際，令に基

づく排出事業者からの書面による承諾を受けなかったこと，また，堆肥化処

分を受託した者に令に基づく文書を交付しなかったことは，法１４条１４項

に違反する行為であり，情状が特に重いときに当たるとして，法１４条の３

の２第１項２号，１４条の３第１号に基づき，原告の産業廃棄物処分業の許

可を取り消す旨の本件処分をした（甲１）。

原告は，本件処分を不服として，平成１７年４月２２日付けで，環境大臣

に対し，審査請求の申立てを行ったが，環境大臣は，平成１８年４月１２日

に至るまで，同審査請求に対する裁決をしなかった（なお，同審査請求に対

する裁決は未だされていない）。

そこで，原告は，同日，本件訴えを提起した。

３ 関係法令等の定め

(1) 法

法には，次の内容の定めがある。

（事業者の責務）
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３条１項 事業者は，その事業活動に伴つて生じた廃棄物を自らの責任にお

いて適正に処理しなければならない。

（事業者及び地方公共団体の処理）

１１条１項 事業者は，その産業廃棄物を自ら処理しなければならない。

（事業者の処理）

１２条１項 事業者は，自らその産業廃棄物の運搬又は処分を行う場合には，

政令で定める産業廃棄物の収集，運搬及び処分に関する基準（産業廃棄物

処理基準）に従わなければならない。

３項 事業者（中間処理業者を含む。）は，その産業廃棄物（特別管理産業

廃棄物を除くものとし，中間処理産業廃棄物を含む。）の運搬又は処分を

他人に委託する場合には，その運搬については１４条１２項に規定する産

業廃棄物収集運搬業者その他環境省令で定める者に，その処分については

同項に規定する産業廃棄物処分業者その他環境省令で定める者にそれぞれ

委託しなければならない。

４項 事業者は，前項の規定によりその産業廃棄物の運搬又は処分を委託す

る場合には，政令で定める基準に従わなければならない。

５項 事業者は，前２項の規定によりその産業廃棄物の運搬又は処分を委託

する場合には，当該産業廃棄物について発生から最終処分が終了するまで

の一連の処理の行程における処理が適正に行われるために必要な措置を講

ずるように努めなければならない。

（産業廃棄物処理業）

１４条１項 産業廃棄物（特別管理産業廃棄物を除く。）の収集又は運搬を

業として行おうとする者は，当該業を行おうとする区域（運搬のみを業と

して行う場合にあつては，産業廃棄物の積卸しを行う区域に限る。）を管

轄する都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし，事業者（自

らその産業廃棄物を運搬する場合に限る。），専ら再生利用の目的となる
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産業廃棄物のみの収集又は運搬を業として行う者その他環境省令で定める

者については，この限りでない。

６項 産業廃棄物の処分を業として行おうとする者は，当該業を行おうとす

る区域を管轄する都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし，

事業者（自らその産業廃棄物を処分する場合に限る。），専ら再生利用の

目的となる産業廃棄物のみの処分を業として行う者その他環境省令で定め

る者については，この限りでない。

１２項 １項の許可を受けた者（産業廃棄物収集運搬業者）又は６項の許可

を受けた者（産業廃棄物処分業者）は，産業廃棄物処理基準に従い，産業

廃棄物の収集若しくは運搬又は処分を行わなければならない。

１４項 産業廃棄物収集運搬業者は，産業廃棄物の収集若しくは運搬又は処

分を，産業廃棄物処分業者は，産業廃棄物の処分を，それぞれ他人に委託

してはならない。ただし，事業者から委託を受けた産業廃棄物の収集若し

くは運搬又は処分を政令で定める基準に従つて委託する場合その他環境省

令で定める場合は，この限りでない。

（事業の停止）

１４条の３ 都道府県知事は，産業廃棄物収集運搬業者又は産業廃棄物処分

業者が次の各号のいずれかに該当するときは，期間を定めてその事業の全

部又は一部の停止を命ずることができる。

一 違反行為をしたとき，又は他人に対して違反行為をすることを要求し，

依頼し，若しくは唆し，若しくは他人が違反行為をすることを助けたと

き。

（許可の取消し）

１４条の３の２第１項 都道府県知事は，産業廃棄物収集運搬業者又は産業

廃棄物処分業者が次の各号のいずれかに該当するときは，その許可を取り

消さなければならない。
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二 前条１号に該当し情状が特に重いとき，又は同条の規定による処分に

違反したとき。

２６条１項 次の各号のいずれかに該当する者は，３年以下の懲役若しくは

３００万円以下の罰金に処し，又はこれを併科する。

一 ６条の２第７項，７条１４項，１２条４項，１２条の２第４項，１４

条１４項又は１４条の４第１４項の規定に違反して，一般廃棄物又は産

業廃棄物の処理を他人に委託した者。

(2) 令

令には，次の内容の定めがある。

（事業者の産業廃棄物の運搬，処分等の委託の基準）

６条の２ 法１２条４項の政令で定める基準は，次のとおりとする。

二 産業廃棄物の処分又は再生にあつては，法１５条の４の５第１項の許

可を受けて輸入された廃棄物以外の廃棄物に限り委託することができる

こととし，かつ，他人の産業廃棄物の処分又は再生を業として行うこと

ができる者であつて委託しようとする産業廃棄物の処分又は再生がその

事業の範囲に含まれるものに委託すること。

三 委託契約は，書面により行い，当該委託契約書には，次に掲げる事項

についての条項が含まれ，かつ，環境省令で定める書面が添付されてい

ること。

イ 委託する産業廃棄物の種類及び数量

ロ 産業廃棄物の運搬を委託するときは，運搬の最終目的地の所在地

ハ 産業廃棄物の処分又は再生を委託するときは，その処分又は再生の

場所の所在地，その処分又は再生の方法及びその処分又は再生に係る

施設の処理能力

ニ 産業廃棄物の処分（最終処分）を委託するときは，当該産業廃棄物

に係る最終処分の場所の所在地，最終処分の方法及び最終処分に係る
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施設の処理能力

ホ その他環境省令で定める事項

（産業廃棄物収集運搬業者又は産業廃棄物処分業者の産業廃棄物の収集若し

くは運搬又は処分等の再委託の基準）

６条の１２ 法１４条１４項ただし書の政令で定める基準は，次のとおりと

する。

一 あらかじめ，事業者に対して当該事業者から受託した産業廃棄物の運

搬又は処分若しくは再生を委託しようとする者（再受託者）の氏名又は

名称及び当該委託が６条の２第１号又は２号に掲げる基準に適合するも

のであることを明らかにし，当該委託について当該事業者の書面（環境

省令で定める事項が記載されたものに限る。）による承諾を受けている

こと。

二 再受託者に当該産業廃棄物を引き渡す際には，その受託に係る契約書

に記載されている６条の２第３号イからニまでに掲げる事項を記載した

文書を再受託者に交付すること。

三 前２号に定めるもののほか，６条の２第１号から４号までの規定の例

によること。

４ 争点及び争点に対する当事者の主張

(1) 本件野菜くずは，産業廃棄物に当たるか。

（被告の主張）

ある物が，廃棄物に該当するか否かは，その物の性状，排出の状況，通常

の取扱い形態，取引価値の有無，占有者の意思等の要素を基準に判断すべき

である。

本件野菜くずは，原告が処分を受託した産業廃棄物である野菜くずを単に

破砕したもので，悪臭を発生させており，適正な保管もされていなかった。

また，本件野菜くずのような物について，市場が形成されているとはいえず，
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取引価格は一般的に認められない。さらに，本件野菜くずは有償譲渡された

ものでもない。

以上の事情を基準に判断すれば，本件野菜くずは，産業廃棄物に当たる。

（原告の主張）

ある物が有用物といえるのならば，それは不要物としての廃棄物には該当

しない。

そして，有機農業の推進に関する法律（有機農業推進法）に基づく環境と

調和のとれた農業生産活動規範の取組例では，排泄物の利活用として，「作

物生産や園芸等への利用が見込まれる者への譲渡（無償・有償を問わない）

等を行う」ことが挙げられており，有価物でなくとも，廃棄物とされないこ

とが明示されている。

したがって，本件野菜くずは，堆肥原料としての有用物であり，産業廃棄

物には当たらない。

(2) 原告がＢに堆肥化を依頼したことは，法１４条１４項で禁止する産業廃棄

物の処理の再委託に当たるか。

（被告の主張）

ア 原告は，排出事業者との間で，同事業者から産業廃棄物である野菜くず

を受け入れた後，原告が中間処理（乾燥・発酵）し，肥料化するという内

容の産業廃棄物処理契約をしていた。その上で，原告は，Ｂとの間で，原

告が準備行為として上記野菜くずの破砕をした後，Ｂがこれを本件土地に

運搬し，木材チップと重ねてから定期的に鋤き返しを行い肥料化するとい

う内容の契約をした。このうち，野菜くずを木材チップと重ねたり，その

重ねたものを鋤き返したりする作業は，産業廃棄物の肥料化のための行為，

すなわち産業廃棄物の処分そのものである。このように，原告は，「他

人」であるＢに，自らが受託した産業廃棄物の処分をそのまま再委託した

のである。
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イ そうすると，原告がＢに堆肥化を依頼したことは，政令で定める基準に

従って委託する場合その他環境省令で定める場合に当たらないから，法１

４条１４項で禁止する産業廃棄物の処分の再委託に当たる。

ウ 原告は，Ｂは，原告の管理監督の下にその堆肥化事業に係る作業の一部

工程を請け負っていたのみであり，このような作業の一部請負は再委託禁

止規定の対象となる行為には該当しない旨主張する。

しかし，原告には堆肥化事業と呼べるような具体的な計画はそもそもな

かった。また，Ｂは，原告から委託を受けて，原告とは別個独立した「他

人」として，自らの判断に基づき，産業廃棄物の処分を行った。さらに，

破砕以外の全ての処理を行うというＢの作業範囲からすると，原告がＢに

本件野菜くずの堆肥化を依頼したことは，原告がいう丸投げともいえるも

のである。したがって，原告の主張は理由がない。

（原告の主張）

ア 法において，再委託禁止の対象となる行為は，産業廃棄物の処理を第三

者に丸投げする行為である。

したがって，産業廃棄物処理業者が，その産業廃棄物の処理過程におい

て，その管理監督の下，その作業の一部を第三者に請け負わせ，その処理

物の最終処分に責任を負う場合，これは，作業の一部請負であって，処分

の再委託には該当しない。

イ 本件において，原告は，産業廃棄物である野菜くずを破砕，脱水した後，

木材チップと混ぜるなどして堆肥を製造することを計画した。そこで，原

告は，堆肥化を行う場所として川越市内の畑である本件土地を選定し，そ

の所有者と賃貸借契約を締結し原告の管理監督の下，堆肥化作業の一部を

Ｂに請け負わせたのである。なお，原告は，生じる堆肥を責任を持って販

売する計画であった。

ウ 以上のとおり，本件で産業廃棄物の処分の再委託とされた行為は，有用
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物である本件野菜くずに係る作業の一部請負であって，法１４条１４項で

禁止する産業廃棄物の処分の再委託には当たらない。

(3) 原告がＢに堆肥化を依頼したことが再委託に当たる場合，埼玉県知事には，

本件処分をするに当たって，その裁量を超えた違法があるか。

（原告の主張）

ア 原告は，鶏卵の生産販売等を業とするＣグループが，食品残さのリサイ

クル事業に参入するために買収した会社であり，暴力団員等がその事業活

動を支配するような悪質業者ではなく，健全な業者である。また，原告は，

買収前の経営陣が残した未処理の廃棄物の処理を行ったり，施設の不備を

補ったりするため，多額の投資を行うなど，その正常な運営に努力してき

た。

原告は，破砕脱水した野菜くずを，本件土地の周りで広く行われていた

堆肥作りの原料として利用することを計画したのであるが，堆肥化を依頼

することが法で禁止される再委託に該当するとは考えなかった。また，原

告の本件堆肥作りが問題になった際，原告は，即座に本件野菜くずを全て

撤去した。しかも，本件は，Ｃグループが原告を買収して本格的にその操

業を開始してからわずか半年後に発生した。

本件は，警察においても，いわゆる始末書の提出で処理されており，刑

事事件として立件されていない。また，本件処分を不服として，原告は，

平成１７年４月に環境省に対し審査請求をしたが，請求後１年を経過して

も何らの判断も下されないため，平成１８年４月に本件訴えを提起した。

これらの事実は，本件が単純に許可取消しをもって相当とする事案ではな

いことを示している。

上記事情を考慮すると，原告に不慣れな点はあったとしても，本件によ

り，直ちに原告の許可を取り消すという，企業にとって死刑判決にも相当

する処分がされるべきではない。
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イ 行政処分の指針等において，再委託禁止違反を，違反行為の態様，回数，

影響等を考慮することなく許可取消しとしていることは，違法性の程度に

応じて処分の内容に差異を設けている法の趣旨に反する。また，行政解釈

としても比例原則に反する解釈である。

ウ よって，具体的な情状を考慮することなく，法１４条の３の２に基づき

原告の産業廃棄物処分業の許可を取り消した埼玉県知事の判断にはその裁

量の範囲を逸脱した違法がある。

（被告の主張）

ア 法１４条の３の２の規定により，都道府県が行うこととされている事務

の処理については，本件処分当時，処理基準（平成１３年５月２３日付け

環廃産第２６６号。本件処理基準）及び行政処分の指針（平成１３年５月

１５日付け環廃産第２６０号。平成１４年５月２１日環廃産第２９４号に

より改正。）が示されていたところ，これらは，再委託禁止違反に対する

処分の内容として，いずれも許可取消しをもって相当としていた。

また，本件処分後に示された処理基準や行政処分の指針においても，再

委託禁止違反行為を行った場合については，重大な法違反を行ったものと

して法１４条の３の２における「情状が特に重いとき」に該当するとして

差し支えないとされている。

さらに，本件に係る被告の照会に対し，環境省大臣官房廃棄物・リサイ

クル対策部産業廃棄物課長は，再委託禁止違反をした者は，重大な廃棄物

処理法違反をした悪質業者であり，違反行為の態様や回数，行為者の是正

可能性等の諸事情を考慮するまでもなく，その産業廃棄物処理業の許可を

取り消すのが相当であるとの国の見解を示した。これは，再委託禁止違反

行為による法益侵害は重大であり，このような違反行為を行った処理業者

にはもはや適正な処理を期待できないと国が判断したことによる。

以上のとおり，再委託禁止違反について，国は一貫して許可取消し事由
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に該当するとの見解をとっている。

ところで，法１４条の３の２の規定により都道府県が行うこととされて

いる事務は，地方自治法２条９項１号に規定する１号法定受託事務であり，

本件処理基準は，同法２４５条の９第１項に規定する「法定受託事務を処

理するに当たりよるべき基準」である。

したがって，埼玉県知事は，本件処理基準に基づいて法１４条の３の２

の規定により都道府県が行うこととされている事務を処理することが法律

上予定されている。

イ 原告は，その経理的基盤を改善するため，それまでの処理量を大幅に上

回る野菜くずの処分を受託し，早急に処分をしなければならないという切

迫した事情の中で，堆肥化を名目に，排出事業者から法１４条１４項に基

づき令６条の１２第１号で定める事前の書面による承諾を受けずに，法１

４条６項の産業廃棄物処分業の許可を受けていない者に違法に産業廃棄物

の処分を再委託した。しかも実行された行為は，掘った穴に野菜くずを投

げ入れるという不法投棄に近いものであった。

また，原告は，本件以外にも，Ｂに違法な産業廃棄物の処分を委託して

いた。さらに，原告は，法１４条１５項で準用する法７条１５項の規定に

違反し，産業廃棄物の処分状況について備え付けることが義務づけられて

いる帳簿（法定帳簿）を備え付けていなかった。加えて，原告は，これま

でも悪臭や汚水排水などで周辺住民からしばしば苦情を受けており，それ

らについて被告や川越市の指導を受けていた。

ウ したがって，原告の再委託禁止違反について，本件処理基準に則り，そ

の他の諸事情も考慮の上，「情状が特に重いとき」に当たるとして，その

産業廃棄物処分業の許可を取り消した埼玉県知事の判断にはその裁量の範

囲を超えた違法はない。

第３ 当裁判所の判断
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１ 前提となる事実

証拠（甲２ないし７，１６ないし１８，２３ないし２５，２７の１，２８，

２９，乙１，２，４の１ないし４，５の１ないし３，７ないし９，１０の１，

２，原告代表者）及び弁論の全趣旨並びに前記争いがない事実等を総合すると，

次の事実が認められる。

(1) 原告の産業廃棄物処分業の許可の内容

原告（当時の商号は株式会社Ｄ）は，産業廃棄物，一般廃棄物の再生処理

業等を業とする株式会社であり，平成２年９月２０日，埼玉県知事より，法

１４条４項（平成１５年法律第９３号による改正前のもの。）に基づく産業

廃棄物処分業の許可（許可番号b）を受け，平成１２年９月２０日，同許可

の更新許可を受けた（許可の有効期限は平成１７年９月１９日）。

原告がＢに本件野菜くずの堆肥化を依頼した平成１６年１０月当時，原告

の産業廃棄物処分業の許可の内容（規則１０条の６）は，次のとおりであっ

た。

(a) 事業の範囲

中間処分業

乾燥・発酵：動植物性残さ 以上１種類

(b) 事業の用に供するすべての施設

施設等の所在地

埼玉県日高市大字f字ｇ番ｈ，ｉ番ｊ，ｋ番ｌ 以上３筆（面積９６

１２．９７㎡）に限る。

保管及び処理の施設の概要

施設の種類 乾燥・発酵施設

処理能力 ２０ｔ／日

産業廃棄物の種類 動植物性残さ

設置年月日 平成２年９月２０日
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(c) 許可の条件

中間処分及び処分に伴う保管は，２に掲げる施設で行うこと。

(2) 本件に至る経緯

ア 原告は，平成１５年５月ころ，さいたま地方裁判所川越支部に対し，民

事再生法に基づく再生手続開始の申立てをし，同年６月３０日，同裁判所

は再生手続開始決定をした。

鶏卵の生産販売等を業とするＣグループの一員であるＤ株式会社は，平

成１５年８月２６日，原告の資産ないし株式を競落し，従業員も含めて，

その事業を承継することとした。

原告は，平成１６年２月２３日，Ｅ株式会社との間で，原告が同社の産

業廃棄物（動植物残さ）を上記処理施設において中間処理（乾燥・発酵）

し，肥料化・売却するという内容の産業廃棄物処理委託契約を締結した。

同契約には，原告はＥ株式会社から受託した産業廃棄物の処理を他人に委

託してはならない，ただし，あらかじめ同社の書面による承諾を得て法の

定める再委託の基準に従う場合はこの限りではないとの合意が含まれてい

た。

原告に対する再生計画認可決定は，平成１６年４月２０日，確定した。

原告は，平成１６年５月１８日，その商号を株式会社ＦからＧ株式会社

に変更したが，原告の業務については，Ｆ時代の代表取締役Ｈが引き続き

取締役（Ｈ取締役）としてその運営に当たった。

イ 埼玉県日高市ｅ区長及び地域住民らは，平成１６年５月２６日，原告施

設から悪臭，汚染の発生が続いているとして，被告環境防災部長に対し，

原告に改善指導等をするよう求めた。

Ｄは，平成１６年６月，原告に常駐社員を派遣したが，同社員は，同年

８月上旬に退社した。

ウ 原告の業務日報には，次の内容の記載がある。
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(ｱ) 平成１６年７月１３日，「残渣物制理を急ぎやらせる。」「工場敷地

全体が臭い」。

(ｲ) 同年８月１日，「生オカラの消化が出来ず」「オカラ搬入を止める」

「暑い為オカラの腐りが早い」。

(ｳ) 同月１０日，「Ｂ商店に野菜を全部持っていってもらう」「明日から

の野菜の処理に頭が痛い」。

(ｴ) 同月２２日，「野菜（Ｂ商事）搬出」。

(ｵ) 同月２４日，「やはり畑を借りて肥料作りを考えなければならないの

か・・」，「売上げと消化のジレンマ」。

(ｶ) 同年９月２８日，「川越の畑の話で来社される」。

なお，原告が上記(ｳ)(ｴ)でＢに野菜くずの処分を依頼した際，原告は，

１回につき，４トントラック一杯程度の量を運んでもらい，２万円から３

万円を支払った。

(3) 原告のＢに対する堆肥化の依頼

ア 原告は，平成１６年８，９月ころ，産業廃棄物としてその処分を受託し

た野菜くずの保管量が増えて困っていた。このことを，原告に週２，３日

出入りし，原告がその排出する金属くずや瓶などのゴミを片づけさせてい

るＢに伝えたところ，Ｂは，原告に対し，野菜くずを無料で欲しがってい

る者を知っている旨，また，野菜くずを堆肥化するためのノウハウを持っ

ている旨述べた。そこで，原告は，平成１７年９月にその産業廃棄物処分

業の許可期限が満了し，更新の際の経理的要件を満足させるために売り上

げが必要だったことや，最終処分場での処分は堆肥化する場合の処理費の

３倍位の経費を要すること等もあって，Ｂに依頼して野菜くずの堆肥化を

進めることとした。

こうして，原告とＢとの間で，平成１６年１０月２０日ころ，Ｂが，原

告から，本件野菜くずをその量にかかわらず月額７０万円で堆肥にするた
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めの作業を請け負うとの合意がされた。この作業とは，Ｂが，土地に本件

野菜くずを運搬し，同土地にパイプを立て，ビニールシートを敷き，周り

をベニア等で囲った上で，本件野菜くずと木材チップを交互に積み，定期

的に鋤きかえ等を行うというものであった。上記作業については，Ｂが運

搬や作業に必要な車両，重機，人員等を調達することとされ，作業時間，

手段等については，Ｂの裁量が広く認められた。

他方，原告は，平成１６年１０月２２日，堆肥化を行う場所として，Ａ

から，本件土地を借りた。その際，原告はＡとの間で，肥料は１回試験的

に作って状況が良ければ継続し，出来上がった肥料についてはＡが使いた

いだけ使い，残りは原告が受け取るという内容の合意をした。

もっとも，原告は，本件野菜くずの堆肥化を本件土地で行うに当たり，

原告の産業廃棄物処分業の許可の範囲の変更申請ないし規則で定める事項

の変更届出（法１４条の２，規則１０条の１０参照）や肥料取締法に基づ

く特殊肥料（堆肥を含む。）の生産に係る届出は行わなかった。

ウ その後，原告は，Ｂが野菜くずを引き取ることを前提に，当時処理可能

な野菜くずの量が１日３．５ｔから４ｔであったにもかかわらず，１日１

０ｔ程受け入れたので，その処理が間に合わず，施設内で野菜くずを適正

に保管できない状態になった。そこで，原告は，平成１６年１０月２６日，

Ｂに対し，野菜くずが原告の施設内に増えているので，これを搬出するよ

う依頼した。これに対し，Ｂは，原告が本件土地まで野菜くずを持ってき

てくれれば受け入れると述べた。それで，原告は，同日及び翌２７日，車

を借りて，その従業員に，本件野菜くずを，その量を把握することなく，

本件土地に搬出させた。原告の従業員は，本件土地に留まらずに帰社した。

エ Ｂは，平成１６年１０月２７日，パイプを立てたり，ビニールシートを

敷いたりすることなく，本件土地に広さ約２０ｍ×約１５ｍ，深さ約２ｍ

の穴を掘り，その中にドラム缶３０本以上，フレコンバッグ３０袋程度の
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分量の本件野菜くずを投下した。その際，Ｂは，本件野菜くずにチップを

混ぜることはせず，また約２メートルの深さに本件野菜くずを投下したた

め，堆肥化に必要な鋤きかえ等の作業を行うことは不可能であった。

(4) その後の事情等

ア 本件土地付近の住民が，Ｂの本件野菜くずの投下行為を農業委員会に通

報したので，同日，農業委員会及び産業廃棄物指導課の職員が本件土地に

赴いた。

イ 原告が，Ｂに対し，本件土地の原状回復を依頼したところ，Ｂは，同日，

原告に対し，原状回復作業を単独で行った等と述べたが，写真や報告書を

提出することはなかった。また，原告が，Ｂの原状回復作業を管理監督す

ることはなかった。

ウ 被告産業廃棄物指導課の担当者らは，平成１６年１１月９日，原告が本

件土地に搬入した本件野菜くずを撤去したかを確認した。そうしたところ，

掘り起こされた土壌からは，多量の野菜くずは見つからなかったものの，

野菜の腐敗臭がし，野菜くずの塊が所々に認められた。そこで，その部分

の土壌については，原告が，４トンダンプ２台分を撤去搬出することとな

った。

エ 被告西部環境管理事務所長は，平成１６年１１月１１日，原告に対し，

法１８条１項に基づき，原告が受託した産業廃棄物の処理等に関し必要な

報告を求めた。

これに対し，原告は，同月１８日ころ，同所長に対し，上記報告を行う

とともに，関係資料を提出したが，その際，Ｈ取締役は，原告においては，

本件野菜くずが産業廃棄物ではなく，一般廃棄物と認識されていた旨主張

した。

なお，原告は，法１４条１５項で準用する法７条１５項に規定する産業

廃棄物の処理状況についての帳簿の写しを備え付けていなかった。
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オ 原告は，平成１７年１月１５日，その商号をＧ株式会社からＩ株式会社

に変更した。

原告は，平成１７年２月１日付けで，被告に対し，残さ物処理，脱臭装

置，野菜処理場，廃水処理管理及びＵ字溝修繕に係る改善実績報告書及び

今後の業務の改善に係る業務改善報告書を提出した。

原告は，近隣住民に対し，関係当局に宛てて，原告を休業させるのでは

なく営業させ，残された改善策に取り組むよう指導することを求める意見

書に署名するよう求めたが，近隣住民は，これを留保した。

埼玉県知事は，平成１７年２月２１日付けで本件処分をした。

２ 争点１（本件野菜くずの産業廃棄物該当性）について

(1) 法２条４項において，「産業廃棄物」とは，事業活動に伴って生じた廃棄

物のうち，政令で定める廃棄物等をいうものとされ，これを受けて廃棄物処

理法施行令２条４号は，「食料品製造業において原料として使用した動物又

は植物に係る固形状の不要物（動植物性残さ）」を産業廃棄物と定めている。

ここで，不要物とは，自ら利用し又は他人に有償で譲渡することができな

いために事業者にとって不要になった物をいい，これに該当するか否かは，

その物の性状，排出の状況，通常の取扱い形態，取引価値の有無及び事業者

の意思等を総合的に勘案して決するのが相当である（最高裁平成１１年３月

１０日決定・刑集５３巻３号３３９頁）。

(2) 前記認定事実によれば，(a)本件野菜くずは，原告がその処理を受託した

野菜くずを破砕したもので，腐敗しやすく，現に原告の事業所において，腐

敗臭を発生させていたこと，(b)原告は，野菜くずの受入量が増えたことか

らこれを処理しきれなくなり，排出量さえ把握せずに本件野菜くずを搬出し

たこと，(c)本件当時，本件野菜くずのような物が堆肥原料等として有償で

取引されていたとの証拠はなく，原告が月７０万円以上の費用をかけてこれ

を肥料化しようと試みていたことに鑑みると，堆肥化される前の段階におい
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ては，むしろ負の価値を持つ物であったことが窺われること，そして，(d)

本件当時，本件野菜くずは，原告においても廃棄物と認識されていたことが

認められる。

以上の(a)ないし(d)の事情を総合的に勘案すると，本件野菜くずは，令２

条４号にいう「食料品製造業において原料として使用した植物に係る固形状

の不要物」で，法２条４項にいう「産業廃棄物」に該当するというべきであ

る。

(3) 原告は，有機農業推進法に基づく活動規範の取組例によれば，野菜くずは，

作物生産や園芸等への利用が見込まれる者への譲渡（無償・有償を問わな

い）等がされる場合には，堆肥原料という有用物であり，廃棄物ではない旨

主張する。しかし，同取組例も野菜くずを廃棄物に分類した上で，その利用

や適正な処理を行うことの取り組みを考慮したものであって，再利用が可能

であることから当然に廃棄物ではないということはできない。しかも，本件

野菜くずは，上記認定のとおり，深さ２メートルの穴にチップを混ぜること

もなく投下されたことからすると，本件野菜くずをもって堆肥化を目的とし

た物とは到底評価することはできない。

３ 争点２（原告がＢに堆肥化を依頼したことの法１４条１４項の「再委託」該

当性）について

(1) 法１４条１４項は，産業廃棄物処理業者が委託を受けた産業廃棄物の処理

を他人に委託することを原則として禁止し，例外的に委託する場合には，排

出事業者の書面による承諾を受けた上で，法令で定める者に，政令で定める

基準に従って委託しなければならない旨規定している。そして，法２６条１

項は，法１４条１４項に違反して産業廃棄物の処分を再委託した者を３年以

下の懲役若しくは３００万円以下の罰金に処し，又はこれを併科することと

している。

この再委託禁止規定は，産業廃棄物の処理の再委託が，受託業者から無責
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任な業者等に委託されること等によって，産業廃棄物の処理についての責任

の所在を不明確にし，不法投棄等の不適正処理を誘発するおそれがあること

を理由に設けられたものである。

ところで，法３条１項は，事業者は，その事業活動に伴つて生じた廃棄物

を自らの責任において適正に処理しなければならないとして，排出事業者責

任原則を定めている。そして，法１１条１項は，事業者は，その産業廃棄物

を自ら処理しなければならない旨，また，法１２条１項は，事業者（中間処

理業者を含む。以下同じ。）は，自らその産業廃棄物の運搬又は処分を行う

場合には，政令で定める産業廃棄物処理基準に従わなければならない旨規定

する。他方，同条３項，４項及び５項は，事業者は，その産業廃棄物の運搬

又は処分を他人に委託する場合には，法令で定める者に，政令で定める基準

に従ってそれぞれ委託しなければならない旨，また，当該産業廃棄物につい

て発生から最終処分が終了するまでの一連の処理の行程における処理が適正

に行われるために必要な措置を講ずるように努めなければならない旨規定す

る。

以上のような再委託禁止規定の趣旨・目的，排出事業者の責任に関する規

定の内容等に照らすと，法１４条１４項は，産業廃棄物の適正処理を確保す

るため，排出事業者責任原則の下，自己処理や委託に係る規定とともに，保

管・収集，運搬から処分までの一連の産業廃棄物処理の流れを通じて，行政

や排出事業者が関係事業者の実効的な監督をし得るような規制枠組を構築し

ているものであるといえる。

そうすると，ある行為が，法１４条１４項で禁止する産業廃棄物の処分の

「再委託」に該当するか否かは，それが産業廃棄物の処分についての責任の

所在を不明確にし，法が定める再委託規制が必要な「他人」への「委託」と

いえるか否かにかかると解される。

(2) これを本件についてみると，前記認定事実によれば，(a)Ｂは，原告の出
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入り業者にすぎないこと，(b)原告とＢとの契約は，原告の施設等の所在地

外の本件土地において，Ｂが作業上必要な重機や人員を手配し必要な作業を

行うというもので，作業の時間，手段等についてＢの裁量が広く認められて

いたこと，(c)原告とＢとの間に原告がＢの堆肥化にかかる作業について管

理監督するとの合意があったと認めるに足りる証拠はなく，また，Ｂが本件

土地に投下行為を行った当時，原告は，本件土地にＢを管理監督するような

立場の者を派遣しておらず，さらに，Ｂは，堆肥化に必要な本件野菜くずの

鋤き返し作業を行うよう原告から依頼されていたにもかかわらず，鋤き返し

ができなくなるような深さ２ｍの穴を掘り，そこにチップ材も混ぜずに本件

野菜くずを投下したことが認められる。

以上(a)ないし(c)の事実を総合すれば，Ｂは，労務・作業工程の実施・管

理や事業経営の面において，原告からは独立した事業者であったことは明ら

かである。そして，前記認定事実によれば，原告は，そのような事業者であ

るＢに対し，排出事業者であるＥ株式会社との間で締結した，産業廃棄物で

ある野菜くずを原告の処理施設内で中間処理（乾燥・発酵）し，肥料化する，

予めの書面による承諾を得た場合を除き再委託はしない，という内容の契約

に違反して，受託した産業廃棄物である野菜くずを破砕したものの処理（堆

肥化）を全面的にＢに依頼したものといえる。しかも，その依頼を受けたＢ

の行った行為は，堆肥化に必要なチップ材の混入をせず，鋤き返しもできな

い穴に本件野菜くずを投下したというものであって，同行為が堆肥化を目的

としたものと到底評価することはできず，単に破砕した本件野菜くずを投棄

したものというべきである。

このような原告の所為が，行政あるいは排出事業者にとっては，廃棄物の

処分についての責任の所在を不明確にするものであることは明らかであり，

法１４条１４項で禁止される再委託に該当すると認められる。なお，原告の

上記再委託は，同項ただし書にも該当しない。
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(3) これに対し，原告は，法が禁止する再委託は，産業廃棄物の処理を第三者

に丸投げする行為であり，産業廃棄物処理業者が，その処理過程において，

その管理監督の下，処理作業の一部を第三者に請け負わせ，その処理物の最

終処分に責任を負う場合は，作業の一部の請負であって，処分の再委託には

該当しない旨主張する。

しかしながら，再委託が，産業廃棄物の処理についての責任の所在を不明

確にし，不法投棄等の不適正な処理を誘発するおそれがあることから設けら

れた経緯等に鑑みると，再委託を原告が主張するような丸投げ行為に限定す

る理由はない（なお，乙６の２（環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部

産業廃棄物課の回答）中に「再委託禁止規定は，産業廃棄物の処理が受託業

者から悪質なブローカーに丸投げされることによって・・・」として，「丸

投げ」との文言が用いられているが，言うまでもなく，この表現は，理解を

容易にするために，「行政や排出事業者の監督が行き届かない」典型的な事

例を挙げたに過ぎず，監督が行き届かない事例が，丸投げの場合のみに限ら

れる訳ではないことは，一般経験則からも明らかである。また，法１４条１

４項でその再委託が禁止される処分には，再生も含まれる（法６条の２第１

項）。）し，前示のとおり，原告のＢへの委託が，原告の管理監督を離れ，

その処理（堆肥化）のほとんどの作業を行うものであることからすれば，ほ

ぼ丸投げに近いと評価することができるものであって，原告の主張は到底採

用できない。

４ 争点３（裁量の範囲逸脱の有無）について

(1) 法１４条の３の２は，産業廃棄物処理業者の許可の取消しについて定めた

ものであるが，同条１項２号の「情状が特に重いとき」とは，不法投棄など

重大な法違反が行われた場合や違反行為が繰り返され是正が期待できない場

合など，廃棄物の適正処理の確保という法の目的に照らし，業務停止命令等

を経ずに直ちに許可を取り消すことが相当である場合をいうものと解され，
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それに当たるか否かは，違反行為の態様や回数，行為者の是正可能性等の諸

事情を考慮した上での判断権者の合理的な裁量に委ねられていると解される。

(2) そこで，本件における違反行為の態様や回数，行為者の是正可能性等の諸

事情について検討する。

まず，原告が再委託禁止規定に違反したことは前示のとおりである。

原告は，(a)原告が健全な業者で，野菜くずのリサイクルをするために，

堆肥化を計画し，不慣れではあるが，循環型社会実現のために，多額の投資

を行い，正常な運営に努力してきた，(b)廃棄物の不法投棄を企てたわけで

はなく，本件投下行為の後，即座に本件野菜くずを撤去している，さらに，

(c)本件は，刑事事件として立件されていないのであり，これらの事情を考

慮することなく，本件処分をした埼玉県知事の判断にはその裁量の範囲を逸

脱した違法がある旨主張する。

ア そこで，検討するに，まず(a)であるが，証拠（甲１６，１７，１８，

原告代表者）によれば，鶏卵の生産販売等を業とするＣグループが，原告

の資産ないし株式を購入したこと，原告が，施設や残存する廃棄物の処理

に係る投資をして，株式会社Ｄ時代の負の遺産の処理に努めていたことが

窺われ，また原告が野菜くずを利用して堆肥化を検討していたことは認め

られる。しかし，本件において原告が堆肥化事業を本格化するための事業

計画を策定しその実現のために多額の投資を行ったとの事情は認められな

いし，また，本件土地で堆肥化事業を行うに当たり必要となる廃棄物処理

法に基づく変更許可ないし届出や肥料取締法に基づく届出も行っていなか

ったのであるから，これらの事情に照らすと原告において堆肥化の事業計

画があったとの原告の主張を直ちに認めることはできない。さらに，施設

の不備や未処理廃棄物は，Ｃグループが原告の事業等を買収するときから

存在していたと考えられ，そうすると，Ｃグループは，これらの問題を解

決する前提で安く原告を買収できたはずである。原告は，Ｃグループが産
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業廃棄物処理業に不慣れであったというが，株式会社Ｄ時代に同社が近隣

住民との間でトラブルを抱えていることは，買収者としても把握していた

ものと考えられるから，事業を引き継いだ当初こそ，人員を派遣するなど

経営資源を投入して事業の運営を軌道に乗せるべきであったのに，前記認

定事実のとおり，常勤社員の派遣を２か月程度の短期間で打ち切っており，

十分な支援をしていたとはいえない。

そうすると，本件は，結局のところ，原告の管理体制の不備，Ｃグルー

プの支援不足が露呈した結果生じたものと判断せざるを得ない。

イ 次に，(b)についてであるが，前記説示のとおり，本件野菜くずが本件

土地から一応撤去されたことは窺われるが，本件野菜くずの投下は，原告

の依頼を受けたＢが，本件野菜くずを投棄したものと評価することができ

るうえ，前記認定事実によれば，原告は，Ｂによる撤去作業の管理監督等

をせず，適切な報告等も受けておらず，また，平成１６年１１月９日の現

地確認の際にも本件土地の土壌に野菜くずが認められたことからすると，

原告が本件野菜くず全部を即刻撤去したということはできない。また，原

告が投下した本件野菜くずを撤去するのは原告の義務であって，その履行

をもって原告の情状に影響を及ぼすべき事情と評価することはできない。

エ 最後に，(c)であるが，そもそも原告が刑事罰を受けなかったことが再

委託禁止違反の事実が認められないということにはならないし，また，法

１４条の３の２は，県知事に許可取消しの権限を与えているところ，許可

取消処分は，将来における適正処理を確保し，不法投棄等の危険を防止す

るという行政目的に基づく行政処分であって，国家刑罰権の行使を目的と

する刑事処分とは別個独立の処分であり，本質的にその性質を異にする。

したがって，刑事事件として立件されていないことが，埼玉県知事による

行政処分に必然的に影響を与えるわけではない。

オ 以上のとおり，原告が主張する(a)ないし(c)の事情それ自体をもって，
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本件処分を裁量の範囲を逸脱した違法なものと認めることはできない。そ

して，再委託禁止規定は，前記のとおり，廃棄物処理法の基本原則である

排出者責任原則を担保するものであり，その違反行為は，責任ある廃棄物

処理体制を構築しようとする法の趣旨の根幹を揺るがせる重大なものであ

るといえること，そして，前記認定事実によれば，本件土地への本件野菜

くずの投下行為は，原告が，その現実の処理能力を超える産業廃棄物を受

け入れ，処理しきれなかったことをも契機としていること，原告は，本件

以前にもＢに対し野菜くずの処理を依頼していること，法定帳簿の備え付

けをしていなかったこと，本件以前にも近隣の住民と悪臭や汚水に係るト

ラブルを起こし，それが本件以後も解消していなかったことが認められ，

そうであれば，原告主張にかかる(a)ないし(c)の事情がありこれを総合し

て評価するとしても，本件について，情状が特に重いときに当たるとした

埼玉県知事の判断が不合理でその裁量の範囲を逸脱した違法なものである

とまではいえない。

４ 結論

以上のとおり，原告の請求は理由がないので棄却することとし，主文のとお

り判決する。

さいたま地方裁判所第４民事部

裁判長裁判官 遠 山 廣 直

裁判官 富 永 良 朗
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